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　平成 28 年度決算においては、全会計（一般会計と4 特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
　なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　「現金預金」は447,429 千円、「未収会費・加入金」は、2,309 千円、「未収金」は紛争解決負担金、特定情報
利用料、及び、支部において賃借料の高い事務所から安い事務所へ移転したため、移転済支部の敷金等で
36,189 千円、「前払費用」は本部・支部の家賃等前払分で14,273千円、「棚卸商品」は業務用書式、貸金業関
係法令集で6,076千円となっており、流動資産合計は508,300千円で、前年度に比べ 85,953千円減少となっ
た。この主な要因は例年前受金として入金される講習受講料が 3 年サイクルで平成 27年度にピークを迎え
ていることから、谷間となる平成 29 年度分の減少による「現金預金」の減少のためである。
　また、固定資産の「基金」は加入金当期繰入額 8,800 千円を含め232,310 千円、「長期活動目的特定資
産」は、前年度と変わらず 2,684,178千円、「退職給付引当資産」は、当期取崩額 23,484千円、当期資産化額
15,000 千円で154,397千円となっており、固定資産合計 3,257,481千円で、前年度に比べ 9,339 千円減少と
なった。資産合計は 3,765,782 千円で前年度に比べ 95,293千円減少となった。

⑵負債の部
　「未払金」は、委託費、夏期賞与分の未払賞与などで一般会計分で 87,385 千円、特別会計分で 20,957千
円の合計108,343千円となっており、また、「前受金」は登録講習受講料29 年度分で28,150 千円、「未払法人
税等」は法人住民税均等割で3,476千円、流動負債合計は、147,910 千円で前年度に比べ 30,854千円減少と
なった。
　固定負債の「退職給付引当金」は役員退職慰労引当金を含め、当期取崩 23,484千円、当期引当39,655
千円で 297,365 千円となったことから、「固定負債合計」353,265 千円で前年度に比べ16,792 千円増加とな
り、負債合計は、501,176 千円で前年度に比べ14,061千円減少となった。

⑶正味財産の部
　基金が 232,310 千円、指定正味財産が 2,684,178千円、一般正味財産が 348,117千円で、「正味財産合計」
は 3,264,606 千円で前年度に比べ 81,231千円減少となった。

第●章　平成28年度　財務諸表及び財産目録1
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①貸借対照表　（平成 29 年 3月31日現在） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表　（平成 29 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、1,654,805 千円となっており、前年度に比べ 294,236 千円減少となった。
　うち一般会計は1,455,384千円で、大半を占める「受取会費」は1,412,569 千円、紛争解決手続負担金収
益は 36,926 千円となった。
　特別会計については、「物品販売収益」は10,547千円、「特定情報利用料収益」は 9,851千円、「試験受験
料収益」は 98,931千円（＠ 8,500×11,639人）、「主任者登録手数料収益」は18,433千円（＠ 3,150×5,852
人）、「主任者講習受講料収益」は61,496 千円（＠15,940×3,858人）となった。
　経常費用は、事業費1,362,605 千円、管理費378,453千円、計1,741,059 千円で、前年度に比べ194,305 千
円減少となった。
　事業費の「給料手当」は、事業部門担当職員分 715,587千円、「委託費」は135,039 千円で、一般会計は
アンケート調査などで合計 45,418千円となっており、特別会計は、資格試験などの業務委託費用で合計
89,620 千円となった。
　「カウンセリング賛助会費」は、日本クレジットカウンセリング協会に対して強力な値下げ交渉を行い、前年
度に比べ 31％、31,000 千円減額の 69,000 千円の拠出とした。
　「賃借料」は支部事務所賃借料等で 90,646 千円となった。
　管理費の「役員等報酬」は 79,362 千円、「給料手当」は、管理部門担当職員分101,409 千円となった。
　「賃借料」は一般会計負担分の本部事務所賃借料で 88,300 千円となった。
　この結果、「当期経常増減額」は 86,253千円減少、うち一般会計は、35,345 千円の減少となった。
　当期経常外増減額は 301千円減少となった。
　これにより、「当期一般正味財産増減額」は、90,031千円減少、「基金」については、当期加入金繰入により
8,800 千円増額となり、正味財産期末残高は 3,264,606 千円となった。
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①正味財産増減計算書 （平成 28 年 4月1日から平成 29 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表 （平成 28 年 4月1日から平成 29 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
　「公益法人会計基準」（平成 20 年 4月11日、平成 21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用 
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金  .............. 職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、

 それぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に基づく
 期末要支給額に相当する金額を計上している。

④消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注 1）  長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資産である。
（注 2） 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。

⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）
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⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳 （単位：千円）

未収会費

平成28年度上期以前 384

平成28年度下期 1,925

合計 2,309

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注）基金については、会員の加入金であり、定款第 66 条の定め及び経理規則第 31条に基づき、基金として受け入れている。

⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細 （単位：千円）
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⒌ 財産目録

財産目録 （平成 29 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 28 年 4月1日から平成 29 年 3月31日まで） （単位：千円）
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② 収支計算書内訳表（平成 28 年 4月1日から平成 29 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、定期預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、貯蔵
品、棚卸商品、未払金、仮受金、前受金、前受会費、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消費税等、
未払法人税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記⑵に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 （単位：千円）

（注 1） 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期 70 百万円、当期 69 百万円）が含まれる。




